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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 
 回次
 
 

第32期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第33期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第32期

 
 

　　会計期間 
 
 

自平成22年
１月１日
至平成22年
３月31日

自平成23年
１月１日
至平成23年
３月31日

自平成22年
１月１日
至平成22年
12月31日

売上高 （千円） 1,818,4481,913,0599,116,443

経常損失（△） （千円） △189,931 △129,700 △443,647

四半期純損失（△）又は当期純利益 （千円） △185,883 △171,387 3,974

純資産額 （千円） 189,124 207,579 378,967

総資産額 （千円） 8,196,3793,557,0975,249,130

１株当たり純資産額 （円） 3,071.80 3,371.55 6,155.27

１株当たり四半期純損失金額（△）

又は当期純利益金額
（円） △3,019.16△2,783.70 64.55

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 2.3 5.8 7.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 465,284 1,063,9683,293,570

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 14,470 14,083 403,412

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △581,788△1,089,167△3,966,212

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 574,258 395,947 407,062

従業員数 （人） 117 78 103　　

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載して

おりません。

４　前第１四半期連結会計期間より従業員が減少しましたのは、当社の連結子会社であった株式会社陽光ビ

ルシステムの全株式を平成22年９月17日付で譲渡したこと等によるものであります。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要

な関係会社における異動もありません。 

 

 

 

 

３【関係会社の状況】

  当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

 

 

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成23年３月31日現在

従業員数（人） 78 (7)

（注）１ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当第１四半期連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載

しております。

　　　２ 前連結会計年度末より従業員が25名減少しましたのは、希望退職者募集及び経営合理化の取り組みとして

の人員削減によるものであります。不動産販売事業に従事する従業員が15名、不動産管理事業に従事す

る従業員が３名、不動産仲介事業に従事する従業員が２名、全社（共通）に従事する従業員が５名減少

いたしました。

　

(2）提出会社の状況

 平成23年３月31日現在

従業員数（人） 77 (7)

（注）１ 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く。）であり、臨時雇用者数は当第１四半期会計期

間の平均人員を（　）外数で記載しております。

　　　２ 前事業年度末より従業員が25名減少しましたのは、希望退職者募集及び経営合理化の取り組みとしての人

員削減によるものであります。不動産販売事業に従事する従業員が15名、不動産管理事業に従事する従

業員が３名、不動産仲介事業に従事する従業員が２名、全社（共通）に従事する従業員が５名減少いた

しました。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社グループは、不動産販売事業、不動産管理事業、不動産賃貸事業、不動産仲介事業、その他の事業を営んでおり、

生産実績を定義することが困難であるため、生産実績の記載はしておりません。

(2）契約実績

　当第１四半期連結会計期間における不動産販売事業の契約実績は次のとおりであります。

区分
前第１四半期連結会計期間
自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日

当第１四半期連結会計期間
自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日

前年同四半期比
（％） 

投資用マンション（千円） 1,578,073 1,298,011 82.3

そ     の     他（千円） － 290,775 －

 合計（千円） 1,578,073 1,588,787 100.7

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当第１四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
 
区分
 

前第１四半期連結会計期間
  自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日　

当第１四半期連結会計期間
  自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日　

前年同
四半期比
（％）　

不動産販売事業（千円）

投資用

マンション
1,427,710 1,388,16397.2

その他 － 290,775 －

小計 1,427,710 1,678,939117.6

不動産管理事業（千円） － 218,139 111,83651.3

不動産賃貸事業（千円）　 － 119,446 92,924 77.8

不動産仲介事業（千円）　 － 33,028 15,637 47.3

報告セグメント計（千円）　 － 1,798,324 1,899,338105.6

その他 （千円）　 － 20,123 13,720 68.2

合計（千円） － 1,818,448 1,913,059105.2

（注） １  上記の金額には消費税等は含まれておりません。

       ２　セグメント間取引については、相殺消去しております。 

       ３　不動産販売事業における「その他」の内容は、土地・オフィスビル等の販売であります。

       ４  その他には、ファンド事業、貸金業、設計監理事業等が含まれております。
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２【事業等のリスク】

（提出会社が将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況その他

提出会社の経営に重要な影響を及ぼす事象）

　投資用マンション事業におきまして、業容の拡大を図るべくマンション用地の取得を積極的に行ってまいりまし

たが、建築費の高騰により事業化が困難となり着工を見合わせていたプロジェクトが複数存在しており、事業期間

が長期化していることから当該未着工のマンション用地に係る借入金について、金融機関に対して返済期日の延長

を要請しております。また、現在建築中及び完成しているプロジェクトに関して、販売戸数の落ち込み等により、当

初の計画から販売及び供給スケジュールの見直しを実施したため、土地部分の借入金や建設代金において返済スケ

ジュール及び返済方法の切り替えが必要となり、金融機関及び建設会社との協議の上、これまでの期日一括もしく

は手形を振り出すことによる返済条件から販売の都度、返済及び支払いを行う方法へと切り替えを順次行ってまい

りました。

　しかし、当社は、国土交通省関東地方整備局より、宅地建物取引業法に違反したとして、平成23年２月１日から平成

23年２月22日までの間、同法第65条第２項に基づく業務停止処分を受けており、当該業務停止期間中は宅地建物取

引業に係る新規の営業活動等が禁止されておりました。

　よって当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。　

  上記のほか、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」については、当第１四半期連結会計期

間において重要な変更はありません。

　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)業績の状況 

  当第１四半期連結会計期間（平成23年１月１日～平成23年３月31日）における我が国経済は、新興国の内需拡大

による経済成長に牽引され、企業収益は全体として改善基調にありましたが、雇用・所得環境は引き続き厳しい状

況にあり、欧州諸国の財政不安に加え、中東・北アフリカ諸国の政情不安や東日本大震災が発生し、依然として景気

の先行きが不透明な状況が続いています。

　不動産業界におきましては、在庫や価格の調整が進んだことや、借入金利の低下、政府の住宅購入促進策の影響に

より、持家、分譲を中心に持ち直しの傾向がみられました。

　当社グループの主力事業である投資用マンション市場におきましては、年金制度や将来の生活への不安がある中、

安定した家賃収入が期待できる投資商品として底堅い需要がみられますが、景気悪化等の影響から雇用・所得環境

の悪化に伴う投資マインドの低下や所得の落ち込みによる融資への影響などにより、事業環境は不安定な状況が続

いております。

　このような事業環境のもと、当社グループは投資用マンション「グリフィンシリーズ」の企画・販売を事業領域

の中心に据えてまいりましたが、国土交通省関東地方整備局より、宅地建物取引業法第65条第２項に基づく業務停

止処分を受けたため、平成23年２月１日から平成23年２月22日までの22日間、宅地建物取引業法に係る全部の業務

を停止いたしました。当社はこの処分を厳粛に受け止め、業務停止期間後におきましても、処分の要因となりました

電話による販売営業活動を停止し、「グリフィンシリーズ」に係る不動産管理事業等を主力とした事業構造への転

換を図っております。

　その結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は1,913百万円（前年同期比5.2％増）、営業損失116百万円（前年

同期は137百万円の営業損失）、経常損失129百万円（前年同期は189百万円の経常損失）、四半期純損失171百万円

（前年同期は185百万円の四半期純損失）となりました。

　

　セグメントの業績は次のとおりであります。

（不動産販売事業） 

新築の投資用マンションとして「グリアス・宮崎台」（川崎市宮前区）、「グリフィン横浜・桜木町拾壱番館」

（横浜市西区）など２棟を供給し、38戸を販売した他、投資用マンションの中古物件２戸を販売いたしました。ま

た、戸別販売を予定しておりました新築物件「グリフィン横浜・西口弐番館」（横浜市西区）56戸を一棟販売いた

しました。

その結果、売上高は1,678百万円（前年同期比17.6％増）、営業損失は99百万円（前年同期は116百万円の営業損

失）となりました。

（不動産管理事業）

前連結会計年度に建物管理を主な事業としております株式会社陽光ビルシステムを売却したことから、売上高は

111百万円（前年同期比48.7％減）、営業利益は54百万円（同31.5％減）となりました。

（不動産賃貸事業） 

収益物件が減少したことから、売上高は92百万円（前年同期比22.2％減）、営業利益は28百万円（同52.8％減）

となりました。 

（不動産仲介事業）

賃貸仲介を事業の中心に据えましたが、前述の宅地建物取引業法に係る業務停止処分の影響を受け、売上高は15

百万円（前年同期比52.7％減）、営業利益は０百万円（前年同期比95.7％減）となりました。 

（その他の事業）

前連結会計年度にアコースティックマンションファンドの物件を全て売却し、ビジネスホテルファンド１物件と

なったため、売上高は13百万円（前年同期比31.8％減）、営業損失１百万円（前年同期は０百万円の営業利益）と

なりました。

 

(2)財政状態 

（資産）

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ1,692百万円減少し、3,557百万円となりました。

これは主に保有在庫の圧縮によりたな卸資産が1,621百万円減少したことによるものであります。

　

（負債）

　当第１四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ1,520百万円減少し、3,349百万円となりまし

た。これは主に有利子負債が返済により1,088百万円減少したこと及び支払手形及び買掛金が428百万円減少したこ

とによるものであります。
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（純資産） 

　当第１四半期連結会計期間末の純資産については、前連結会計年度末に比べ171百万円減少し、207百万円となりま

した。これは主に四半期純損失171百万円の計上によるものであります。

　

(3)キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末から11百万円減少し、395

百万円となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

　営業活動によるキャッシュ・フローは、1,063百万円の収入（前年同期は465百万円の収入）となりました。これは

主に、税金等調整前四半期純損失161百万円、物件売却によるたな卸資産の減少1,621百万円、仕入債務の減少428百万

円によるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

　投資活動によるキャッシュ・フローは、14百万円の収入（前年同期は14百万円の収入）となりました。これは主

に、会員権の売却による収入３百万円、差入保証金・敷金の戻入など、その他７百万円によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、1,089百万円の支出（前年同期は581百万円の支出）となりました。これは

主に有利子負債の返済1,088百万円（純額）によるものであります。

 

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更は

ありません。 

 

(5)研究開発活動 

　該当事項はありません。

 

(6)事業等のリスクに記載した重要事象等の分析・検討内容及び当該状況を解消し、または改善するための対応策

当社グループには、「第２　事業の状況、２　事業等のリスク、提出会社が将来にわたって事業活動を継続するとの

前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況その他提出会社の経営に重要な影響を及ぼす事象」に記載の

とおり、将来にわたって事業活動を継続するとの前提に疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しておりま

す。

当社は当該状況を解消するため、以下の対応を進めてまいります。

（事業構造の見直し）

　投資用マンション事業におきましては、年金制度や将来の生活への不安がある中、安定した収入が期待できる投資

商品として底堅い需要が見られますが、景気悪化等の影響から所得・雇用環境の悪化に伴う投資マインドの低下や

所得の落ち込みによる融資への影響により、販売戸数が落ち込んできておりました。この厳しい状況にある中、前述

の業務停止処分を受けました。当社はこの処分を厳粛に受け止め、業務停止期間後におきましても、処分の要因とな

りました電話による販売営業活動を停止し、「グリフィンシリーズ」に係る不動産管理事業等を主力とした事業構

造への転換を図っております。

（借入金返済と建設代金の支払い）

　当社が所有しております未着工の土地の借入金の返済や、現在建築中及び完成しているプロジェクトの建設代金

の支払いにつきましては、建設会社及び金融機関との協議の上、分譲販売の都度、返済及び支払いを行う方法へと切

り替えておりましたが、電話による販売営業活動を停止し、投資用マンション事業を大幅に縮小することから、土地

での売却や１棟販売を行うことによって早期に在庫圧縮と資金回収を図り、その資金から借入金の返済や建設代金

の支払いを行う予定です。

（人員・コスト削減）

　販売費及び一般管理費におきましても、平成23年１月28日実施の希望退職者募集に加え、平成23年２月25日に投資

用マンション事業の大幅な縮小による経営合理化の取り組みとして人員削減を行いましたが、今後も人件費・コス

トの削減を実施し、さらに、その他全てのコスト管理を徹底することにより、収益力の向上を目指してまいります。　
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

  

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について重要な変更

はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普　通　株　式 100,000

計 100,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
（平成23年３月31日）

提出日現在
発行数(株)

（平成23年５月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 62,400 62,400

大阪証券取引所

JASDAQ(スタンダード)

　

当社は単元株制度

を採用しておりま

せん。

計 62,400 62,400 － －

　

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 　

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金
残高
（千円）

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年１月１日～

平成23年３月31日 
－ 62,400 － 1,071,420 － 1,046,860

（６）【大株主の状況】

　当第１四半期会計期間において、大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、

大株主の異動は把握しておりません。 
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（７）【議決権の状況】

  当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

　

①【発行済株式】

　 平成23年3月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式　 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    832 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 61,568 61,568 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 62,400 － －

総株主の議決権 － 61,568 －

 

②【自己株式等】

　 平成23年3月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計

(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社

陽光都市開発

神奈川県横浜市西区

高島二丁目６番32号
832 － 832 1.33

計 － 832 － 832 1.33

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成23年
１月

２月 ３月

最高（円） 12,000 9,730 8,800

最低（円） 9,000 8,100 3,510

（注）最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

（1）新任役員

　該当事項はありません。

　

（2）退任役員

　該当事項はありません。

　

（3）役職の異動

　該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年１月１日から

平成23年３月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平

成22年３月31日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）及び当第１四半

期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、清和監査法人

による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 395,947 407,062

受取手形及び売掛金 37,456 31,865

商品及び製品 4,337 4,144

販売用不動産 ※1
 588,067

※1, ※2
 1,928,052

仕掛販売用不動産 ※1
 1,044,747

※1
 1,319,699

原材料及び貯蔵品 6,279 13,278

繰延税金資産 2,225 10,821

その他 82,089 114,735

貸倒引当金 △50,732 △51,761

流動資産合計 2,110,418 3,777,898

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 18,113 18,825

減価償却累計額 △13,441 △13,949

建物及び構築物（純額） 4,671 4,875

車両運搬具 2,167 9,152

減価償却累計額 △2,167 △9,152

車両運搬具（純額） － －

工具、器具及び備品 70,397 70,397

減価償却累計額 △68,990 △68,873

工具、器具及び備品（純額） 1,406 1,523

土地 － －

リース資産 11,113 16,403

減価償却累計額 △2,778 △2,575

リース資産（純額） 8,335 13,828

有形固定資産合計 14,413 20,227

無形固定資産

その他 1,758 1,872

無形固定資産合計 1,758 1,872

投資その他の資産

投資有価証券 205 206

長期貸付金 5,133 5,690

繰延税金資産 5,116 5,151

投資不動産 1,587,693 1,587,693

減価償却累計額 △236,958 △230,207

投資不動産（純額） ※1
 1,350,735

※1
 1,357,486

その他 74,114 87,360

貸倒引当金 △4,798 △6,763

投資その他の資産合計 1,430,505 1,449,132

固定資産合計 1,446,678 1,471,231

資産合計 3,557,097 5,249,130
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 11,667 ※1
 439,751

短期借入金 ※1
 901,280

※1
 1,693,680

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 920,000

※1
 1,201,000

未払法人税等 1,931 5,686

その他 600,276 534,720

流動負債合計 2,435,155 3,874,838

固定負債

長期借入金 ※1
 395,000

※1
 410,000

退職給付引当金 14,131 34,795

長期預り保証金 479,487 499,554

その他 25,743 50,973

固定負債合計 914,362 995,324

負債合計 3,349,517 4,870,163

純資産の部

株主資本

資本金 1,071,420 1,071,420

資本剰余金 1,046,860 1,046,860

利益剰余金 △1,810,723 △1,639,336

自己株式 △99,912 △99,912

株主資本合計 207,644 379,031

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △65 △64

評価・換算差額等合計 △65 △64

少数株主持分 － －

純資産合計 207,579 378,967

負債純資産合計 3,557,097 5,249,130
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年３月31日)

売上高 1,818,448 1,913,059

売上原価 ※1
 1,541,696 1,769,429

売上総利益 276,751 143,629

販売費及び一般管理費 ※2
 414,386

※2
 259,866

営業損失（△） △137,635 △116,236

営業外収益

受取手数料 3,330 750

還付消費税等 9,449 －

保険解約返戻金 87 －

融資手数料戻り － 6,495

債務勘定整理益 － 4,393

その他 1,945 2,366

営業外収益合計 14,811 14,005

営業外費用

支払利息 57,490 27,396

支払保証料 569 －

支払手数料 8,275 －

貸倒引当金繰入額 28 －

その他 744 73

営業外費用合計 67,107 27,469

経常損失（△） △189,931 △129,700

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 1,473

償却債権取立益 384 －

固定資産売却益 － 1,780

受取和解金 － 2,000

その他 － 22

特別利益合計 384 5,277

特別損失

固定資産除却損 － 172

減損損失 4,186 －

事業構造改善費用 － ※3
 20,829

事業構造改善引当金繰入額 － ※4
 16,456

特別損失合計 4,186 37,459

税金等調整前四半期純損失（△） △193,732 △161,883

法人税、住民税及び事業税 6,827 873

法人税等調整額 △14,676 8,630

法人税等合計 △7,849 9,503

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △171,387

少数株主利益 － －

四半期純損失（△） △185,883 △171,387
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △193,732 △161,883

減価償却費 10,523 7,741

減損損失 4,186 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,626 △20,664

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,369 △2,993

受取利息及び受取配当金 △58 △10

支払利息 57,490 27,396

固定資産売却損益（△は益） － △1,780

固定資産除却損 － 172

事業構造改善費用 － 20,829

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） － 16,456

売上債権の増減額（△は増加） 449 △5,590

たな卸資産の増減額（△は増加） 665,794 1,621,741

仕入債務の増減額（△は減少） 625 △428,084

その他 △6,474 14,102

小計 541,799 1,087,433

利息及び配当金の受取額 58 10

利息の支払額 △69,831 △19,906

法人税等の支払額 △6,741 △3,569

営業活動によるキャッシュ・フロー 465,284 1,063,968

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,881 －

有形固定資産の売却による収入 － 1,780

無形固定資産の取得による支出 △835 －

会員権の売却による収入 － 3,800

貸付金の回収による収入 579 556

その他 17,607 7,946

投資活動によるキャッシュ・フロー 14,470 14,083

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 535,000 －

短期借入金の返済による支出 △208,920 △792,400

長期借入金の返済による支出 △907,175 △296,000

配当金の支払額 △135 △103

リース債務の返済による支出 △558 △664

財務活動によるキャッシュ・フロー △581,788 △1,089,167

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △102,033 △11,115

現金及び現金同等物の期首残高 676,292 407,062

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 574,258

※1
 395,947
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【継続企業の前提に関する事項】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

当社グループは、投資用マンション事業におきまして、業容の拡大を図るべくマンション用地の取得を積極的に

行ってまいりましたが、建築費の高騰により事業化が困難となり着工を見合わせていたプロジェクトが複数存在し

ており、事業期間が長期化していることから当該未着工のマンション用地に係る借入金について、金融機関に対して

返済期日の延長を要請しております。また、現在建築中及び完成しているプロジェクトに関して、販売戸数の落ち込

み等により、当初の計画から販売及び供給スケジュールの見直しを実施したため、土地部分の借入金や建設代金にお

いて返済スケジュール及び返済方法の切り替えが必要となり、金融機関及び建設会社との協議の上、これまでの期日

一括もしくは手形を振り出すことによる返済条件から販売の都度、返済及び支払いを行う方法へと切り替えを順次

行ってまいりました。

しかし、当社は、国土交通省関東地方整備局より、宅地建物取引業法に違反したとして、平成23年２月１日から平成

23年２月22日までの間、同法第65条第２項に基づく業務停止処分を受けており、当該業務停止期間中は宅地建物取引

業に係る新規の営業活動等が禁止されておりました。

よって当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。
　
当社グループは当該状況を解消するため、以下の対応を進めてまいります。

（事業構造の見直し）

投資用マンション事業におきましては、安定した収入が期待できる投資商品として年金制度や将来の生活への不

安もあることから底堅い需要が見られますが、景気悪化等の影響から所得・雇用環境の悪化に伴う個人投資家の投

資マインドの低下並びに所得の落ち込みによる融資への影響があり、販売戸数が落ち込んできております。この厳し

い状況の中、電話による販売営業活動において、一部の営業社員が目標達成のために相手方が断っているにもかかわ

らず電話を切らない等ご迷惑をおかけしたことが、前述の業務停止処分の要因となっていることから、電話による販

売営業活動を停止し、セミナー開催や紹介による集客等の販売営業手法にシフトしていきます。

販売営業手法の変更により、投資用マンション事業につきましては従来の事業規模より大幅に縮小することとな

り、今後は安定した収益を見込める不動産管理事業等のフィービジネスを主力とした事業構造の構築を図ってまい

ります。

（借入金返済と建設代金の支払い）

　当社グループが所有しております未着工の土地の借入金の返済や、現在建築中及び完成しているプロジェクトの建

設代金の支払いにつきましては、建設会社及び金融機関との協議の上、分譲販売の都度、返済及び支払いを行う方法

へと切り替えておりましたが、電話による販売営業活動を停止し投資用マンション事業を大幅に縮小することから、

素地での売却や１棟販売を行うことによって早期に在庫圧縮と資金回収を図り、その資金から借入金の返済や建設

代金の支払いを行う予定です。

（人員・コスト削減）

販売費及び一般管理費におきましても、平成23年１月28日実施の希望退職者募集に加え、平成23年２月25日に投資

用マンション事業の大幅な縮小による経営合理化の取り組みとして人員削減を行いましたが、今後も人件費・コス

トの削減を実施し、さらに、その他全てのコスト管理を徹底することにより、収益力の向上を目指してまいります。

しかしながら、このような事業構造を図るための必要資金及び運転資金につきましては、現在外部調達を含め検討

中であります。また、これらの対応策は実行過程であることから、現時点では、継続企業の前提に関する重要な不確実

性が認められます。

なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響

を四半期連結財務諸表に反映しておりません。
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　当第１四半期連結会計期間

（自　平成23年１月１日

　  至　平成23年３月31日）　

　会計処理基準に関する事項

の変更

　資産除去債務に関する会計基準の適用

　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第

18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。なお、これによる損益に与

える影響はありません。　

【表示方法の変更】

　当第１四半期連結会計期間

（自　平成23年１月１日

  　至　平成23年３月31日）　

　（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第１

四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。　

　

　

【簡便な会計処理】

　　　該当事項はありません。 

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。  

　

　　

【追加情報】

該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

　当第１四半期連結会計期間末

　　　　　　　　　（平成23年３月31日）　

　前連結会計年度末

　　　　　　　　　（平成22年12月31日）　

　※１　担保資産

　借入金2,216,280千円（長期借入金395,000千円、１

年内返済予定の長期借入金920,000千円、短期借入金

901,280千円）の担保として抵当に供しているもの

は次のとおりであります。

　販売用不動産   　588,067千円

　仕掛販売用不動産   　884,890千円

　投資不動産 　1,321,177千円

　    合計 　2,794,136千円

　　２　　　　　　　　───────

　※１　担保資産　

       借入金3,304,680千円（長期借入金410,000千円、１

年内返済予定の長期借入金1,201,000千円、短期借入

金1,693,680千円）、買掛金72,000千円の担保として

抵当に供しているものは次のとおりであります。

　販売用不動産 　1,928,052千円

　仕掛販売用不動産 　1,109,281千円

　投資不動産 　1,327,694千円

　    合計 　4,365,029千円

 

　※２　完成後引渡しを留保されている物件について

         引渡が留保されているにもかかわらず、連結貸借

対照表に計上されている販売用不動産が340,025千

円あります。

　　　　

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

※１　　たな卸資産は、収益性の低下に伴う簿価切下げ後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。

　１　　　　　　　　───────

たな卸資産評価損 135,674千円

　

　

※２　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※２　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

販売促進費 55,412千円

貸倒引当金繰入額 1,691千円

役員報酬 33,570千円

給料手当 132,913千円

退職給付費用 2,395千円

支払手数料 45,263千円

　

　

　３　　　　　　　　───────

　

　

　４　　　　　　　　───────

　

販売促進費 28,291千円

貸倒引当金繰入額 －千円

役員報酬 20,700千円

給料手当 93,867千円

退職給付費用 259千円

支払手数料 32,728千円

　

　

※３　事業構造改善費用は、主に不動産販売事業における営

業部門の人員最適化に伴う退職金等であります。

　

※４　事業構造改善引当金繰入額は、主に本社事務所のレイ

アウト変更に伴う工事費用等であります。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 574,258千円

現金及び現金同等物 574,258千円

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 395,947千円

現金及び現金同等物 395,947千円

　

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成23年１月１日　至　

平成23年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　62,400株

  

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　 832株

  

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。 

 

４．配当に関する事項

(1)配当金支払額 

 　該当事項はありません。

　

(2)基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

末後となるもの

 　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成22年１月１日　至平成22年３月31日）

 
不 動 産
販売事業
（千円）

不 動 産
管理事業
（千円）

不 動 産
賃貸事業
（千円）

不 動 産
仲介事業
（千円）

その他の
事    業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全    社
（千円）

連結
（千円）

売上高         

(1)外部顧客に対する売

上高
1,427,710218,139119,44633,02820,1231,818,448－ 1,818,448

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 8,745 1,507 － 12,20722,459(22,459)   －

計 1,427,710226,884120,95333,02832,3311,840,908(22,459)1,818,448

営業利益

又は営業損失（△）
△116,30679,75159,79718,348 95 41,685(179,320)△137,635

　（注）1.事業区分の方法及び各区分の主な内容

　　　　　事業区分は事業内容を勘案して次のとおり分類しております。

不動産販売事業……マンション等の販売

不動産管理事業……マンション等の管理

不動産賃貸事業……マンション等の賃貸

不動産仲介事業……不動産の仲介 

その他の事業………ファンド事業他

　

2.会計処理の方法の変更

　前第１四半期連結累計期間

　　該当事項はありません。

　

3.事業区分の方法の変更

　前第１四半期連結累計期間

　  該当事項はありません。

　

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日） 

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

 

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日） 

　海外売上高がないため、該当事項はありません。 
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　したがって、当社は事業目的またはサービスの内容等が概ね類似している各個別事業を「不動産販売事業」、

「不動産管理事業」、「不動産賃貸事業」、「不動産仲介事業」の４つに集約していることから、これらを報告セ

グメントとしております。

　各報告セグメントの事業内容は、以下のとおりであります。 

報告セグメント　 事業内容

　不動産販売事業　 　マンション等の販売

　不動産管理事業 　マンション等の管理

　不動産賃貸事業 　マンション等の賃貸

　不動産仲介事業 　不動産の仲介

　 

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　　 当第１四半期連結累計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日）　　　　　　　　（単位：千円）

　 報告セグメント　
　

その他

（注）１

　

 合計　　

　

 調整額

（注）２

　

四半期連結損

益計算書計上

額

（注）３

 

不動産販売

事業

　

不動産管理

事業

　

不動産賃貸

事業

　

不動産仲介

事業

　

計

　

 売上高          

外部顧客への売上高 1,678,939111,83692,92415,6371,899,33813,7201,913,059 － 1,913,059

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － － － －

 計 1,678,939111,83692,92415,6371,899,33813,7201,913,059 － 1,913,059

セグメント利益又はセ

グメント損失（△）
△99,28454,66928,253 794 △15,567△1,738△17,305△98,930△116,236

　（注）１.「その他」の区分には、ファンド事業、貸金業、設計監理事業等が含まれております。

　　　　２.セグメント利益又はセグメント損失の調整額△98,930千円は、各セグメントに配分していない全社費用であり

ます。

　　　　３.セグメント利益又はセグメント損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と一致しております。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　　　　　該当事項はありません。

　

　　　（追加情報）

　当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20

年３月21日）を適用しております。

　　

（金融商品関係）

　      　当第１四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）

　短期借入金及び長期借入金が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度

の末日に比べて著しい変動が認められます。　 

科目
四半期連結貸借対照表

計上額（千円）　
時価（千円） 差額（千円）　

　(１)短期借入金　 　        901,280        　901,280　            　－

　(２)長期借入金(※１)　　　　1,315,000　　　 　　　　1,293,042　　　　　△21,957

（※１）１年内返済予定の長期借入金を含めております。　

（注）金融商品の時価の算定方法 

　　　　　(１)短期借入金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(２)長期借入金

　元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定して

おります。
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（有価証券関係）

　当第１四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）　

　有価証券については、その他有価証券で時価のあるものを保有しておりますが、事業の運営において重要なもの

ではないため、記載を省略しております。 

 

 

（デリバティブ取引関係）

　当第１四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）

　　当社及び連結子会社は、デリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 

 

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日）

　該当事項はありません。 

 

　

（企業結合等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日）

　該当事項はありません。 

　

　

（資産除去債務関係）

　　　　当第１四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）　

　当社及び連結子会社は、本社オフィスの不動産賃借契約に基づき、オフィスの退去時における原状回復に係る債

務を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来本社を移転する予定もない

ことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上

しておりません。

　

　

（賃貸等不動産関係）

　　　　当第１四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）

　賃貸等不動産については、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がないため、記載を省略しております。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成23年３月31日）

前連結会計年度末
（平成22年12月31日）

１株当たり純資産額 3,371.55円 １株当たり純資産額 6,155.27円

２．１株当たり四半期純損失金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり四半期純損失金額 3,019.16円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額 2,783.70円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（千円） 185,883 171,387

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 185,883 171,387

期中平均株式数（株） 61,568 61,568

 

（重要な後発事象）

        該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

　当第１四半期連結会計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日） 

　リース取引開始日が平成20年12月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しておりますが、当第１四半期連結会計期間末における当該リース取

引残高は前連結会計年度末に比して著しい変動が認められないため、記載を省略しております。 

 

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年５月14日

株式会社陽光都市開発

取締役会　御中

清 和 監 査 法 人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 筧　悦生　　    印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 南方　美千雄　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 藤本　亮　　    印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社陽光都市

開発の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から

平成22年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平成22年３月31日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社陽光都市開発及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年５月11日

株式会社陽光都市開発

取締役会　御中

清 和 監 査 法 人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 南方　美千雄　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 藤本　亮　　    印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社陽光都市

開発の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年１月１日から

平成23年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間(平成23年１月１日から平成23年３月31日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社陽光都市開発及び連結子会社の平成23年３月31日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は当第１四半期連結累計期間において経常損失△129,700千

円を計上し、前連結会計年度に引き続き、未だ収益基盤及び財務基盤が不安定な状況にあり、継続企業の前提に重要な疑義

を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状

況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継

続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期連結財務諸表に反映されていない。

　　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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